
分

分

分

分

年

務

大木町の給与・定員管理等について
４　職員の手当の状況

 (1) 期末手当・勤勉手当

大　　木　　町 国

１人当たり平均支給額（１６年度） －

1,685 千円　

（１６年度支給割合） （１６年度支給割合）

　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 　　　　　　　　期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当

3 月分 1.4 月分 3 月分 1.4 月分

（加算措置の状況） （加算措置の状況）

職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置

　・役職加算5％～15％ 　・役職加算 5～20％
　・管理職加算 10～25％

（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

(2) 退職手当（１７年４月１日現在）

大　　木　　町 国

（支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　　　勧奨・定 （支給率）　　　　　　　　　　　自己都合　      勧奨・定年

勤続２０年 21.00 月 27.30 月分 勤続２０年 21.00 月分 27.30 月分

勤続２５年 23.75 月 42.12 月分 勤続２５年 23.75 月分 42.12 月分

勤続３５年 47.50 月 59.28 月分 勤続３５年 47.50 月分 59.28 月分

最高限度額 59.28 月 59.28 月分 最高限度額 59.28 月分 59.28 月分

その他の加算措置 その他の加算措置

（退職時特別昇給　勧奨退職１号給加算　）

１人当たり平均支給額　　　　

定年退職 27,293 千円

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、前年度に退職した全職種に係る職員に支給

　　　された平均額である。

 (3) 調整手当（１７年４月１日現在）

支給実績（１６年度決算） 13,286 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算） 114,534 千円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

大木町 3 ％ 116 人 ０～１２ ％

 (4) 特殊勤務手当（１７年４月１日現在）

支給実績（１６年度決算） 0 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算） 0 　円

職員全体に占める手当支給職員の割合（１６年度） 0.0 　％

手当の種類（手当数）

手当の名称 主な支給対象職員 主な支給対象業務 左記職員に対する支給単価

伝染病手当 従事した職員 伝染病に関する業務 日額　　3,000円

行旅死亡人取扱手当 従事した職員 行旅死亡人に関する業 日額　　3,000円

火葬従事手当 従事した職員 火葬に関する業務 １体　 　5,000円

 (5) 時間外勤務手当

支給実績（１６年度決算） 10,914 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（１６年度決算） 115 千円

支給実績（１５年度決算） 15,279 千円

支給職員１人当たり平均支給年額（１５年度決算） 161 千円



(6) その他の手当（１７年４月１日現在）
国の制度 国の制度と 支給実績 支給職員１人当たり

手　当　名 内容及び支給単価 との異同 異なる内容 （１６年度決算） 平均支給年額
（１６年度決算）

扶養手当

扶養配偶者13,500円、扶養
親族2人まで6,000円(非扶養
配偶者の場合は1人6,500
円、配偶者がない場合は1人
11,000円)、3人目からは1人
につき5,000円、特定期間の
加算1人5,000円

同じ 12,852 千円 210,688 円

住居手当
（持ち家）

持ち家　　3,500円

異なる

国は新築又
は購入後5
年間のみ
2,500円

5,971 千円 102,948 円

住居手当
（借家）

ア　月額23,000円以下の家
賃の場合は家賃の月額から
12,000円を控除した額
イ　月額23,000円を超える家
賃場合は、月額から23,000
円を控除した額の2分の1(そ
の控除した額の2分の1が
16,000円を超えるときは
16,000円)を11,000円に加算
した額

国は最低支
給限度額が
12,000円

通勤手当
（交通用具利用者）

通勤距離20㎞以上10,200円
を最高支給額として、通勤距
離区分を９段階に区分して
支給

異なる

国は通勤距
離60㎞以上
24,500円を
最高支給限
度として13
段階に区分

5,560 千円 47,118 円

通勤手当
（交通機関利用者）

交通機関等の場合におい
て、1箇月当たりの運賃等相
当額の合計額が55,000円を
超えるときは、その者の通勤
手当に係る支給単位期間の
うち最も長い支給単位期間
につき、55,000円に当該支
給単位期間の月数を乗じて
得た額

同じ

管理職手当
管理又は監督の地位にある
職員課長等　１０％

異なる

国は俸給の
特別調整額
として給料の
10%から25%を
支給

6,173 千円 514,417 円
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